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第２回 「くまもとで働こう」
推進本部会議

令和７年（2025年）１０月６日

令和７年度（２０２５年度）



１ 熊本県の人口動向について

1

資料１

1



熊本県の人口動向について（１）

①年齢３区分別人口の推移 ※2020年までは、国勢調査、人口推計（総務省）より作成
※2021年以降は、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）より作成

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

1
94
5

1
95
0

1
95
5

1
96
0

1
96
5

1
97
0

1
97
5

1
98
0

1
98
5

1
99
0

1
99
5

2
00
0

2
00
5

2
01
0

2
01
5

2
02
0

2
02
5

2
03
0

2
03
5

2
04
0

2
04
5

2
05
0

（
万
人
）

熊本県総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

熊本県総人口

生産年齢人口

年少人口

老年人口

1994年

推計（出生中位・死亡中位）

生産年齢人口
2020年 94.3万人

老年人口
2020年 54.6万人

年少人口
2020年 22.9万人

総人口
2020年 173.8万人

2050年 52.7万人
(2025年比：▲3万人)
(構成比率：38.9％)

2050年 15.8万人
(2025年比：▲5.3万人)
(構成比率：11.6％)

（0～14歳） （15～64歳） （65歳以上） 2

【2025年 現在】
総 人 口：168.2万人
生産年齢人口： 91.4万人(54.3％)※構成比率

老 年 人 口 ： 55.7万人(33.1％)
年 少 人 口 ： 21.1万人(12.6％)

2050年 135.5万人
(2025年比：▲32.7万人)

2050年 67.1万人
(2025年比：▲24.3万人)

(構成比率：49.5％)



熊本県の人口動向について（２）

②社会増減の推移 ※〔出典〕住民基本台帳人口移動報告（総務省）
（国内における県外間の人口移動を暦年で集計(国外間の転出入者等は含まない）、
外国人の移動を含む集計となった2014年以降を比較）
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コロナ発生前

▲1,624

H28.4月
熊本地震
発生！

R2.7月
豪雨災害
発生！

コロナ発生後
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4

資料２

4

２ 令和７年度の主な取組みの進捗状況、
次年度の取組み・施策の方向性について

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

各部の取組み等について、｢くまもとで働こう｣推進本部で設定した４つのテーマに

沿って記載しています。



総務部

＜令和７年度の主な取組みの進捗状況＞

＜ 次年度の取組み・施策の方向性 ＞

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

※R8当初予算編成の過程で協議されるものであり、
現時点では決定されていません

県 人

(1)熊本県私立学校経常費補助（私学振興課）
・「学校魅力アップのための取組」において、産業界と連携し
た交流事業の実施、進路選択に関する講演会等の実施・参
加等といった取組を行った学校法人への補助を行う。

(2)熊本県私立学校教育改革推進事業（私学振興課）
・次世代を担う人材育成の促進において、数理・データサイエ
ンス・AI教育等の推進にかかる資金の補助を行う。

・職業等の教育の推進において、多様な職業体験にかかる取組
を行った学校法人への補助を行う。

県 人

人県

・各学校が人材育成に取り組みやすいよう、補助制度の活用に
  ついて丁寧に周知を行い、積極的な活用を促進する。

・産業界と連携した職業教育等を支援し、専門的な人材育成を
  促進する。

→１２月に県内私立学校の実施状況を把握し、該当する取組
     みへ支援を行い、環境整備を推進。

＜予算額＞6,718,984千円の一部

＜補助率＞定額

→１０月から１２月にかけて県内私立学校の実施状況を把
握し、該当する取組みへ支援を行い、環境整備を推進。

 ＜予算額＞5,503千円の一部

＜補助率＞定額（財源：国1/2、県1/2）

5

・各学校において、県内企業の企業説明会やインターンシップ
を積極的に行うなど、働くことへの具体的なイメージを持た
せることで、就職後のミスマッチを防ぐようにする。

・高校生等の職業や県内企業の理解促進に向けた取組みを支援
し、県内定着を図る。



企画振興部

＜令和７年度の主な取組みの進捗状況＞

＜ 次年度の取組み・施策の方向性 ＞

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

※R8当初予算編成の過程で協議されるものであり、
現時点では決定されていません

(1)高校卒業生向けの情報発信事業(くまラバ！) (地域振興課）
・県内の高校卒業生等を対象に、公式LINE等で就職関連情報や
観光関連情報を発信。

  →LINE登録者 ：3,105人（R7.4.1）→ 3,555人（R7.9.1）
  Instagramﾌｫﾛﾜｰ： 58人（R7.4.1）→ 257人 (R7.9.1）

(2)ようこそ熊本！プロモーション事業（地域振興課）
・福岡県内の専門学校生や大学生を対象に、熊本をＰＲする
イベント開催や、県内で活躍する方の出張講義等を行う。
→【イベント】

７月に麻生専門学校で実施。
【出張講義】

７月に西南学院大学で実施。
今後、福岡大学と九州産業大
学でも実施予定。

【専門学校生へのｱﾝｹｰﾄ実施】
1,037回答（R7.8月末時点）

県

県

(4)SDGs推進事業（企画課）
・SDGs登録制度の推進

制度周知や申請企業の審査、登録企業のPRを実施。
  →7～8月に登録事業者の新規募集を実施。約100社から
      申請があり、現在審査中。
・「くまもとSDGsアワード」の推進

SDGsに関する優れた取組みを行う事業者等を表彰する。
→6月に委員会で内容を協議のうえ、7～8月に募集を実施。

      29件の応募があり、現在審査中。

･第三者認証取得も念頭に置いたSDGs登録事業者向けイベント
の開催等により、SDGsの更なる推進による働きやすい職場づ
くりを後押しする。

県

・「働く場所」としての熊本の認知度が低いことが学生へのア

ンケート結果で示されたため、「生活する」「仕事する」
場所としての熊本の認知度向上を図る必要がある。

県

(3)路線バス運転士不足対策事業（交通政策課）
・路線バス事業者が取り組む

人材確保（大型二種免許取
得経費、広報経費）に要す
る経費を助成。
→全事業者に対して、交付
決定済み。

県

・鉄道事業者も運転士不足による列車の運休が生じていること
から、路線バス事業者だけではなく、鉄道事業者における運
転士不足への対策を講じる必要がある。

県

・交通分野に関しては、移住定住の取組み（移住就業）などと
連携を図りながら、対策を講じる必要がある。

働

県

働

・県内の高校卒業生等をターゲットとした情報発信強化のため、
TikTok等のSNSツールを広げて視聴者や登録者の拡大を図る。

新
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健康福祉部
＜令和７年度の主な取組みの進捗状況＞

＜ 次年度の取組み・施策の方向性 ＞

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

※R8当初予算編成の過程で協議されるものであり、
現時点では決定されていません

・高齢者、若者、外国人等の多様な人材の参入促進や、潜在的
有資格者の掘り起こしを進めるとともに、小・中学生が福祉・
介護・医療分野の職業に触れる機会の創出のため、「地域学校
協働活動」への関係団体の参画を推進する。

・医療・福祉分野の各職種に対する修学資金貸付や人材育成のた
  めの研修、復職に向けた研修等を実施し、人材確保やキャリア
  形成の支援に取り組む。

県

人

生

働

(1)福祉人材緊急確保事業（高齢者支援課）
・福祉人材・研修センターにおいて福祉人材に関する出前講座、
職場体験のマッチング、介護の入門セミナー、専門職員による
求人開拓や面接会等を実施。
→出前講座(小中高生対象):3回、職場体験：延べ17名参加
福祉の就職総合フェア(6月):約200名参加(福祉系高校の生徒等)

県

(5)障がい福祉分野のICT・ロボット等導入支援事業(障がい者支援課)
・業務改善や効率化を進め、職場環境の改善に取り組む障がい福
祉サービス事業所等に対して、ICT･ロボット等の介護テクノロ
ジーを導入する際の経費を助成。
→障がい者関係:13事業所、障がい児関係:10事業所(予定)

生

(4)介護現場の勤務環境改善支援事業（高齢者支援課）
・介護サービス事業所の業務改善や効率化の取組等をワンストッ
プで支援する相談窓口「くまもと介護テクノロジー・業務改善
サポートセンター」を設置するとともに、介護テクノロジー
（ロボット・ICT）の導入に係る経費を助成。
→サポートセンターの活動実績:相談対応(32件）､
介護事業者向けセミナーの開催(2回)､伴走支援(6事業所選定)

生

(7)医療従事者勤務環境改善推進事業（医療政策課）
・病院内保育所運営費･施設整備の経費の助成。
→病院内保育運営費補助:25施設、施設整備補助:11施設

働

(6) STOP離職！介護職員定着支援事業（高齢者支援課）
・介護サービス事業所の管理者等を対象に弁護士等によるカスタ
マーハラスメント対策等の研修会開催や個別相談を実施。
→個別相談:2件、10月及び11月に研修会を開催予定

働

新
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県

(3)看護職員確保総合推進事業（医療政策課）
・新人看護職員研修を実施する病院等の研修責任者等向け研修の

実施、大学病院と地域医療拠点病院間での看護職相互派遣研修
によるキャリア支援等を実施。
→熊大病院における院内教育研修･相互派遣研修:8名参加中

人

新 (2)保育士人材確保事業（子ども未来課）
・保育士・保育所支援センターと連携した広報を実施するととも
に、潜在保育士の掘り起こしに向けた保育士DBを作成。

・中高生等を対象に保育士の魅力発信を行う保育士養成施設(大
学等)への補助を実施。
→SNSによる保育の魅力発信動画の配信開始（9月末～）、
保育士DBの作成に着手

・介護事業者への経費助成等による介護テクノロジー（ロボッ
  ト・ICT）導入を継続して推進するとともに、介護分野におけ
  るダイバーシティマネジメントの推進に向けて、研修会や伴走
  支援等による事業所への好事例横展開、関係機関との連携によ
  る元気高齢者等への介護補助業務の情報発信を行う。
・働きやすい職場環境づくりのための補助を継続するとともに､

離職防止を目的としたハラスメント等に係る研修会や個別相談
を実施する。



商工労働部

＜令和７年度の主な取組みの進捗状況＞

＜ 次年度の取組み・施策の方向性 ＞

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

働

(1) ｢くまもとではたらく｣若者の県内定着促進事業（商工政策課)
・東京、大阪、福岡及び県内にUIJターン就職相談窓口を設置し、
県外求職者や県内企業の情報提供や相談対応等を実施。
→就職相談件数：627件、就職決定者数：66名（R7.8月末現在）

県

(4) トラック物流人材確保事業（商工政策課）
・熊本県トラック協会が行う合同企業説明会への支援。
→R8.2月頃、県北･県央･県南･天草の４会場で説明会を実施予定。

県

(5)半導体認知度向上事業､半導体研修受講支援事業(商工政策課)
・半導体認知度向上動画を用いたＰＲ活動、出前授業の実施。
→8月下旬のイベントでは約1,000名が半導
体の働きを体験。今後、小中学校6校で
半導体に関する出前授業を実施予定。

・市町村が行う半導体研修受講支援に対する
補助を実施。

人

(6)実装支援チーム派遣事業、
シンカ企業創出推進事業補助金（産業支援課）

・県内中小企業（製造業）に対し、デジタル技術等の導入につ
いて伴走支援を実施。生産性向上等に繋がる設備投資等への
補助を実施。
→伴走支援企業数:4社(R7.7月末現在)、補助内定企業数:9社

生

(7)熊本県ブライト企業推進事業（労働雇用創生課）
・ブライト企業の普及・拡大を図るとともにブライト企業とし
て認定を受けた企業への支援を実施。
→ブライト企業数：509社、今年度の企業認定は10月を予定。

働

生

人

※R8当初予算編成の過程で協議されるものであり、
現時点では決定されていません

(2)くまもと県内就労応援事業（労働雇用創生課）
・若者や女性等に対し県内企業の魅力を知る機会の創出及び県内
企業の採用力向上を支援。

→企業の採用力向上セミナーを開催中（5回予定）。若者と人手
不足企業の就職マッチング会を開催予定。また、女性と県内
企業の出会いの場を創出予定。

県

新

新

(3)県南地域の企業と学校をつなぐ企業見学ツアー（企業立地課）
・県南地域の高校生等を対象に県南地域の企業見学ツアーを実施。
→県南の高校13校、1,195名の応募（想定：750名）があった。

学校のニーズに基づく見学ツアーを10月上旬から順次実施予定｡

県

新

・女性等多様な人材の「働きやすい環境づくり」を目指す事業者
を支援し、多様な人材の活躍を推進する。

・県内企業の成長を後押しするため、デジタル技術の導入によ
る業務プロセスの見直しや効率化の取組み等を支援する。

・小中学生等若年者への半導体産業をはじめとする産業におい
ての職業理解を促進するなど、幼少期からの産業人材の育成
に取り組む。

県・東京、大阪、福岡窓口において県外求職者と県内企業のマッチ
ングを支援するとともに、合同就職説明会の開催や県外の就職
支援協定校と連携しながら、ＵＩＪターン就職を推進する。

・県南地域における人材確保・育成・定着を支援する。県

・トラック物流におけるドライバー不足への対策として、トラッ
ク協会等関係団体が行う女性等多様な人材の確保を支援する。

県
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(1) 観光産業復興による雇用創出事業（観光振興課）

・観光事業者の経営力強化及び雇用確保のためのセミナーや
就職面談会等を実施｡

【企業・事業主向け支援】
・観光関連産業の経営者を対象とした観光経営塾やコンサル

ティング等を実施。
☞観光経営塾：計６回開催予定

→7/18開催、１８名参加
※第３回はデジタル戦略推進課のDX展示会と同時開催

☞コンサルティング：事業者を２社選定し、各社４回程度
コンサルティングを実施予定

【求職者向け支援】
・観光業の魅力を発信するセミナーを開催

※就職マッチングイベントと同時開催

＜部局間連携の取組み＞
・観光関連産業の就職を促進するため、UIJターン就職相談窓口
（商工労働部）、移住定住相談窓口（企画振興部）等が実施す
るイベント等において、求人情報や観光の仕事の魅力を紹介
するブースを出展。

【就職促進支援】
・就職マッチングイベントや就職フェアを開催。
☞就職フェア：計４回開催予定
→第１回：9/7開催、１４企業が出展
※観光業魅力発信セミナーは各就職フェアごとに開催

  ☞他業種イベントへの出展

☞移住イベント：10/4（福岡）、10/25（東京）に開催予定

☞UIJターンイベント：11/3（東京）に開催予定

観光文化部

＜令和７年度の主な取組みの進捗状況＞

・引き続き、観光事業者の経営力強化及び雇用確保のための
セミナーや就職面談会等を実施。

・また、次世代の観光従事者の発掘・育成につなげるため、
教育機関等と連携し、若年層に向けて観光業の魅力を発信。

【企業・事業主向け支援】
・観光関連産業の経営者を対象とした観光経営塾やコンサル
ティング等を実施。

【求職者向け支援】
・観光業の魅力を発信するセミナーを開催。

【次世代育成支援】
・若年層を対象とした観光業の魅力発信。

＜ 次年度の取組み・施策の方向性 ＞

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

※R8当初予算編成の過程で協議されるものであり、
現時点では決定されていません

県

人

生

県

人

観光は地域に根差した産業。地域サービスを
生み出す人材の発掘・育成が重要。

生
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農林水産部

＜令和７年度の主な取組みの進捗状況＞

＜ 次年度の取組み・施策の方向性 ＞

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

※R8当初予算編成の過程で協議されるものであり、
現時点では決定されていません

(1) 新しい熊本農業のリーダーズ共創事業（担い手支援課）
・親元就農をはじめとした核となる担い手の確保・育成を図る｡

→新規就農セミナー＆相談会の開催(8月、65名対応)
中学生の農業体験バスツアー(7月)、体験授業(8月)を実施。

人

(2)くまもと農業経営・就農・継承支援事業（担い手支援課）
・熊本県農業経営・就農支援センターを中心に、就農支援、経
営改善、継承支援までワンストップで支援。
→県内11カ所を重点地域に選定し、経営継承に向けたアンケ
ート調査を実施（約2,000戸)
第３者継承を推進(R7実績(経営協定締結):2件)

(4)くまもと林業大学校人財づくり事業（林業振興課）
・林業大学校を核として人材育成や技術力向上等に取り組む。
→林大の各課程で研修を実施中。

長期課程16名、基礎課程10名、指導者育成課程5名

(6)くまもと農林畜水産アカデミー構想（農林水産政策課）
・次世代のトップレベルの経営者を育成するため、農林水の若
手従事者のネットワーク化を図るきっかけづくりを展開。
→くまもと農業経営塾に林水の従事者が参加する機会を提供

(7)原木しいたけ生産性向上DX実証事業（林業振興課）
・原木しいたけの生産管理等の効率化による担い手の確保。
→椎茸乾燥機の自動化や生産ガイドライン作成、ICチップを
活用した在庫管理等の効率化を進めていく。

(8)豊かな森林づくり人材育成事業（林業振興課）
・林業従事者の就業環境改善と労働安全対策の強化。

→林業技能検定を通じた労働安全対策の強化
(R7受検予定者：林大受講生(16名）を含む93名。)

(5)未来の漁村を支える人づくり事業（水産振興課）
・漁業就業前から就業後までワンストップで支援するとともに、
就労環境改善等を目指す漁業者への支援等を実施。
→天草拓心高校マリン校舎において水産業の特別授業を開始。

     アシストスーツを7漁協44名に配付し、就労環境改善の状況
等に関するアンケート調査を実施。

県

人

県

人

県

人

県

人

生

人

生

働

生

県

人

・一次産業の魅力発信および小中高校生等への職業理解の促進。
・新規就業者の確保・定着に向けた相談、研修、就農、定着まで
の支援体系の強化。

・研修会開催等による学びの機会の提供や経営発展に向けた支援。
・農業大学校と農業関連高校、林業大学校と林業関連高校等との
連携を強化。

・生産性向上に向けたスマート農林水産業の実証。 ・林業従事者の就業環境改善と労働安全対策の
強化。

県

働生

人

高校生林業体験

新

新

新

拡

拡

新
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(3)高校・農大・地域連携による就農促進事業（農業大学校）
・農大と高校が連携し高校生へ農業の職業としての魅力を発信｡
→農業高校との連携会議・研修会の開催(5月、8月)
農高と農大の共同研究の実施(11校・課題)

新



土木部

＜令和７年度の主な取組みの進捗状況＞

･建設産業について学ぶ機会を提供するとともに、建設企業への
理解を深めてもらい、県内建設産業における雇用創出を目指す。

・･高校等と連携した取組み、児童や生徒への建設産業の魅力発信
   など広く県民に建設産業をＰＲ。

＜ 次年度の取組み・施策の方向性 ＞

･高校生の資格取得の支援、働き方改革等に取り組む建設企業
等への支援により、建設産業への入職及び人材育成を促進。

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

生

県

働

(1)建設産業若手人材確保緊急対策事業（監理課）
・建設産業について学ぶ機会を提供するとともに、建設企業へ
の理解を深めてもらい、県内建設産業における雇用創出を目
指す。

→6月に建設企業の魅力発見フェアを開催。
（参加企業：62社、参加者(高校生、一般)：784名）

県
(2)「建設産業の力」発信事業（監理課）
・高校等と連携した取組み、児童や
生徒への建設産業の魅力発信など
広く県民に建設産業をＰＲ。
より効果的なＰＲを図るため、
教育庁と密な連携を取り時期等の

  調整や周知を実施。
→県立工業高校5校のオープンキャ

ンパスを支援。

人

(3)建設産業働き方改革・人材育成支援事業（監理課）
・高校生の資格取得の支援、働き方改革等に取り組む建設企業
等への支援により、建設産業への入職及び人材育成を促進。

→6月の施工管理技士資格試験では、7校84名分に対し、会場
までのバス代を支援。

→小型車両系建設機械運転特別教育では、13校322名の受講
支援予定。

働

人

※R8当初予算編成の過程で協議されるものであり、
現時点では決定されていません

人

人

生
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(1)高校生キャリアサポート事業（高校教育課）
・就職支援業務(求人開拓、相談対応等)及び早期離職防止の支援。
→県内産業を知る機会の創出と県内企業で働く魅力を生徒や
保護者に情報提供。

→県内企業に対して、生徒に選ばれる企業になるための意見
交換や情報を提供。

(2)キャリア教育充実事業（高校教育課）
・全県立高校50校(全・定・通)が各校のキャリア教育に基づく
活動を実施。
→進路講演会、インターンシップ
及び商品開発等を3,926社(延数)
の企業と連携して実施予定。

 →｢マイスター・ハイスクール事業｣
の県内波及を進めるため、拠点校
(4校)が約90社と繋がり、産学官
金が一体となって産業人材を育成。

(3) 県立高校半導体人材育成事業（高校教育課）
・本県の産業に対する生徒の理解促進を

    高め、本県産業を支える人材の育成と
    ＵＩＪターンにつながる素地を推進。

→ 3年間(R5～R7)で県立高校50校の
70%にあたる33校の生徒(延数14,650
人)が半導体関連企業を訪問予定。

→半導体エンジニア等が18校を訪問
して出前授業等を実施予定。

→生徒先端研修(2回)と職員研修(2回)
  を実施予定。

→半導体理解促進ガイドブック「半導
      体って何？」の開発配付予定。

  (4) 県立高校魅力化きらめきプラン（高校教育課）
・地元企業等と連携した学びを推進する学校を指定。

→新たな時代に対応する実践的な知識・技術の習得や、地域・
      社会の健全で持続的な発展を担う人材の育成を推進。

教育庁

＜令和７年度の主な取組みの進捗状況＞

・高校生や保護者に対して県内産業を知る機会をこれまで以上
    に創出することに加えて、地域の産学官金が一体となって人
    材育成に取組むための教育活動を支援。

・「熊本県版マイスター・ハイスクール」の理念に基づいた人
材育成をとおして、県立高校の生徒が県内企業の魅力や熊本
で働くよさを知りながら、自らの将来を主体的に考えるキャ
リア教育の全県立高校への普及に取り組む。

・半導体関連企業の見学や出前授業をとおして、県産業を支える
   人材育成に資する取組みを引き続き推進。

・引き続き、地元企業等と連携した実践的・体験的な学びを推進
 し、実践的な知識・技術の習得や地域・社会の健全で持続的な

発展を担う人材の育成を目指す。

＜ 次年度の取組み・施策の方向性 ＞

【取組みテーマ】 :県内定着県 人 :人材育成 生 :生産性向上 働 :働きやすい職場環境づくり

県

人

※R8当初予算編成の過程で協議されるものであり、
現時点では決定されていません

拡

県

人

県

人

県

人

県

人

県

人

県

人

県

人
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資料３

13

３ 熊本労働局の取組み等について
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（参考） 「くまもとで働こう」推進本部の進め方について

26

４月２４日 第１回幹事会 これまでの総括、第１回本部会議の進め方等

６月６日 第１回「くまもとで働こう」推進本部会議 これまでの総括、Ｒ７の主な取組み等

６月～９月 Ｒ８当初予算に向けた事業内容の検討（関係部局にて）

９月１１日 第２回幹事会 Ｒ７取組みの進捗状況、次年度の取組み等の方向性等

＜スケジュール案＞

１０月６日
第２回「くまもとで働こう」推進本部会議 Ｒ７取組みの進捗状況、次年度の取組み等の方向性、

熊本労働局の取組み等

１０月中 第２回「くまもとで働こう」推進本部会議での議論内容を踏まえ、関係部局においてＲ８当初予算要求

１２月 地域活力創生特別委員会での報告

２月 Ｒ８当初予算の取りまとめ


